耐震基準適合住宅に係る固定資産税減額申告書

令和　年　月　日

菊川市長　長谷川　寬彦　あて

	申告者

(納税義務者)
	住所
	

	
	フリガナ
	

	
	氏名(名称)
	㊞

	
	連絡先
	（　　　　）　　　－　　　　


　次の固定資産について、地方税法附則第15条の９第１項に規定する耐震基準適合住宅に係る固定資産税の減額の適用を受けたいので、菊川市税条例附則第10条の３第７項の規定に基づき下記の通り申告します

	申請家屋の明細

	所在地
	菊川市

	家屋番号
	
	家屋配置図
	

	種類

（用途）
	
	
	

	構造
	木造・軽鉄・鉄骨造・その他（　　　　　　）

屋根（　　　　）　階層（　　）階
	
	

	床面積
	　． 　㎡
	住宅用
	　． 　㎡
	
	

	
	
	事業用
	　． 　㎡
	
	

	建築年月日
	明治

大正

昭和
	年　　月　　日
	登記年月日
	明治

大正

昭和

平成
	年　　月　　日

	
	(昭和57年1月1日以前に完成した住宅が対象)
	
	
	

	耐震改修

完了日
	令和　　年　　月　　日
	耐震改修費用
	　　　　　　　　円

(50万円以上かかったものが対象)

	※　耐震改修が完了した日から3ヶ月以内に提出できなかった理由


添付書類

· 地方税法施行規則附則第7条第6項の規定に基づく証明書(固定資産税減額証明書)または、住宅性能評価書

発行機関：市(都市計画課)・建築士・指定住宅性能評価機関・指定確認検査機関

· 耐震改修工事の建築請負契約書(写し)または、耐震改修に要した費用の額がわかる明細書（領収書）

問い合わせ先
菊川市役所　企画財政部　税務課　資産税係

〒439-8650　菊川市堀之内61番地

電話　0537-35-0913

	※　税務課使用欄　　通行障害既存耐震不適格建築物（　該当 ・ 非該当　）

	課長
	係長
	合議
	起案者
	適用年度
	物件番号
	対象床面積
	処理日

	
	
	
	
	自　　　　　年度

至　　　　　年度
	
	
	/


上記の家屋について、固定資産税の減額措置を適用してよろしいか伺います。
[image: image1.bmp]耐震基準適合住宅に係る固定資産税減額申告書
令和○年○月○日

菊川市長　長谷川　寬彦　あて

	申告者

(納税義務者)
	住所
	菊川市堀之内61番地

	
	フリガナ
	キクガワ　タロウ

	
	氏名(名称)
	菊川　太郎　　㊞

	
	連絡先
	（0537）　〷　－　〷〷


　次の固定資産について、地方税法附則第15条の９第１項に規定する耐震基準適合住宅に係る固定資産税の減額の適用を受けたいので、菊川市税条例附則第10条第３項の７の規定に基づき下記の通り申告します

	申請家屋の明細

	所在地
	菊川市○○○ＸＸＸ番地

	家屋番号
	
	家屋配置図
	

	種類
（用途）
	
	
	

	構造
	木造・軽鉄・鉄骨造・その他（　　　　　　）

屋根（　　　）　階層（　　　）階
	
	

	床面積
	***.**㎡
	住宅用
	***.**㎡
	
	

	
	
	事業用
	**.**㎡
	
	

	建築年月日
	明治

大正

昭和
	○年○月○日
	登記年月日
	明治

大正

昭和

平成
	○年○月○日

	
	(昭和57年1月1日以前に完成した住宅が対象)
	
	
	

	耐震改修
完了日
	令和○年○月○日
	耐震改修費用
	X,XXX,XXX円

(50万円以上かかったものが対象)

	※　耐震改修が完了した日から3ヶ月以内に提出できなかった理由


添付書類
· 地方税法施行規則附則第7条第6項の規定に基づく証明書(固定資産税減額証明書)または、住宅性能評価書

発行機関：市(都市計画課)・建築士・指定住宅性能評価機関・指定確認検査機関

· 耐震改修工事の建築請負契約書(写し)または、耐震改修に要した費用の額がわかる明細書（領収書）
問い合わせ先
菊川市役所　企画財政部　税務課　資産税係

〒439-8650　菊川市堀之内61番地

電話　0537-35-0913

	※　税務課使用欄

	課長
	係長
	合議
	起案者
	適用年度
	物件番号
	対象床面積
	処理日

	
	
	
	
	自　平成　　年度

至　平成　　年度
	
	
	/


上記の家屋について、固定資産税の減額措置を適用してよろしいか伺います。
記載例





納税義務者の方の「住所」「氏名」「電話番号」を御記入の上押印してください








当方で記入します








